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収益的収入 （単位　千円）
款

項
目

199,331 193,714 5,617

87,710 87,710 0

１農業集落排水施設使用
料

87,600 87,600 0 １処理施設使用料 87,600

２その他営業収益 110 110 0 １加入金 100

２手数料 10 督促手数料

111,621 106,004 5,617

１受取利息及び配当金 10 10 0 １預金利息 10

２他会計補助金 9,151 8,246 905 １他会計補助金 9,151

３他会計負担金 9,849 7,804 2,045 １他会計負担金 9,849

４雑収益 50 50 0 １その他雑収益 50
延滞金、加算金及び過料、公有物損害
共済金等

５長期前受金戻入 92,561 89,894 2,667
１長期前受金
　戻入

92,561

収益的支出 （単位　千円）

款

項

目

221,093 204,419 16,674

212,049 191,561 20,488

１処理場費 73,131 71,655 1,476 １備品購入費 120

２燃料費 10

３光熱水費 19,440

６修繕費 2,406

７被服費 8

８通信運搬費 1,467

９保険料 325

１０手数料 1,719

１１委託料 45,423
施設管理委託料、施設設備保守管理委託
料

１２使用料及び賃借料 30

１３工事請負費 2,183

令和７年度神石高原町農業集落排水事業会計収益的収入及び支出明細書

１営業収益

２営業外収益

備　　考

１農業集落排水事業収益

前年度
予定額

比　較
節

区　分
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
区　分

金　額

本年度
予定額

節

１営業費用

１農業集落排水事業費用

金　額
備　　考
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２総係費 28,358 25,523 2,835 １報酬 50

２給料 4,714

３手当 2,637
通勤手当、扶養手当、時間外手当、住居
手当、期末手当、勤勉手当

４法定福利費 1,413 共済組合負担金、災害補償基金負担金

５退職手当組合負担金 892

６旅費 30 普通旅費

７備品購入費 50

８印刷製本費 466

９燃料費 80

１０修繕費 30

１１保険料 16

１２手数料 322

１３委託料 14,798 システム設備管理等委託料、その他

１４使用料及び賃借料 1,825

１５負担補助及び交付
金

159 職員共済互助会費、その他

１８貸倒引当金繰入 876

３減価償却費 110,560 94,383 16,177
１有形固定資産減価償
却費

110,560

7,044 10,205 △ 3,161

１支払利息 5,034 8,195 △ 3,161 １企業債利息 5,034

２雑支出 10 10 0 １過誤納還付金 10

３消費税及び地方消費税 2,000 2,000 0
１消費税及び地方消費
税

2,000

３特別損失 2,000 2,653 △ 653

１その他特別損失 2,000 2,653 △ 653 １その他特別損失 2,000

２営業外費用
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予算に関する説明書における注記

１　重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却の方法

　①減価償却の方法

　　 固定資産の減価償却は、定額法によって取得の翌年度から行う。

　②主な耐用年数

　　 建物 １０～４０年

　　 構築物 １０～４０年

　　 機械及び装置 ８～２５年

　　 車両運搬具 ４～５年

（２）　引当金の計上方法

　①賞与等引当金

　②貸倒引当金

（３）　消費税及び地方消費税の会計処理基準

　　税抜き方式による。

２　予定貸借対照表等関連

（１）  企業債の償還に係る他会計の負担

 　 令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を
 作成している。

     職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度
     末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４
     か月分）を計上している。

　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を
　   計上している。

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して
　１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
　１４５，５４７千円である。
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